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第 34回原子力安全専門委員会定例会 

（結果概要） 

 

原子力安全対策課 

 

 

日 時：平成25年１月９日（水）14時00分～15時00分 

場 所：福井県庁10階 総合防災センター横会議室 

出席者： 

専門委員：中川委員長、田島委員、飯井委員、泉委員、大堀委員 

県：岩永課長、前川所長 他 

 

議 題： 

１．原子力発電所周辺の環境放射能調査報告について 

・平成 24年度（第２四半期分報告） 

 

２  発電所の運転および建設状況について 

（平成 24年 10月～平成 25年１月） 

 

結果概要： 

議題１（原子力発電所周辺の環境放射能調査報告）について、次のような質疑があった。

議題２（発電所の運転および建設状況）については、特にコメントはなかった。資料につ

いては、次回の原子力環境安全管理協議会の場で配付予定である。 

 

 

＜主な質疑＞ 

 

（事務局からの説明概要） 

・ 県内発電所からの放射性物質の放出に起因する線量上昇は観測されなかった。 

・ 浮遊じん放射能の測定結果は、いずれも天然放射能のレベルであった。 

・ 今期間も、東京電力(株)福島第一原子力発電所の影響と考えられるセシウム 134 お

よびセシウム 137 が検出されたが、環境安全上問題となるレベルに比べ、はるかに

低い濃度であった。 

・ 大気中水分、雨水および海水から発電所の通常の放射性廃棄物管理放出に伴うトリ

チウムが検出されたが、環境安全上問題となるレベルに比べ、はるかに低い濃度で

あった。 

 



2 

 

 

Ｑ．原子力災害対策指針が新たに策定されることにより、モニタリングなど、どのように

対応していくのか。 

 

Ａ．重点区域が 原発立地の半径１０km から３０ｋｍ圏に拡大されることから、緊急時の

モニタリングの強化が必要となる。県は、今年度、県内２１基にモニタリングポストを整

備しており、３月には完成予定である。来年度以降、１０kmから３０ｋｍ圏内の緊急時の

データ蓄積のための計画を詰めており、空間線量率以外にも環境試料の採取測定を行い、

計画的にこの範囲内のバックグランドを把握する予定である。 

 

 

Ｑ．新たな指針を受けて、何が３月までに完成するのか。 

 

Ａ．モニタリングポストは、もともと１８基あり、昨年度５基追加している。今年度は、

２１基整備中であり、合計４４基になる。（固定局としては）これで十分であると考えてい

る。一方、避難するとき、実測値に基づき避難することになるため、４４基で十分かとい

う話になる。このため、簡易なものを整備して、きめ細かく把握する必要があるのではな

いかということを国で議論している。３月時点で、最低限のもの（整備）は終わる。我々

としては、モニタリング指針見直しを議論の俎上に載せてほしいと国に求めているところ

である。 

 

 

Ｑ．モニタリングポストからのデータは、災害時にリアルタイムで計測データをだせるよ

うなシステムになっているのか。 

 

Ａ．そのようになっている。設置の考え方としては、各発電所から１６方位に分割し、さ

らに１０ｋｍから２０ｋｍ、２０ｋｍから３０ｋｍと分けて、その中に少なくとも１つの

ポストを設置することが国の指針で求められている。例えば、発電所の北側は海であるが、

そこに抜けていくところ（方位）にも設置している。新たに設置したポストは、もともと

設置していた１８基のポストと同様に、連続的にデータを計測しており、データは１０分

おきに監視センターに送られている。 

 

Ｑ．全国の原子力発電所立地自治体すべてで整備されているのか。 

 

Ａ．福井県のように、国の考え方に準じて整備しているところもある。ただ、１０ｋｍか

ら３０ｋｍ圏内は、緊急時の対応ということであり、可搬式のものをある場所においてお

き、緊急時に、計画されているところに配置するという対応を図っている県もある。 
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Ｑ．文部科学省が設置したモニタリングポストについて、そこからのデータは県も把握し

ているのか。 

 

Ａ．それら文部科学省管轄のものについては、我々は、管理委託を受けている。データに

ついては、文部科学省のシステムを通じて公開されているが、県のシステムの中にも入っ

てくるため、我々も使うことができる。 

 

Ｑ．事業者が測定しているデータについてはどうか。 

 

Ａ．県のシステムに取り込んでおり、県のポストのデータと同様に、監視センターのホー

ムページ等を通じて、リアルタイムで公開している。 

 

 

 

以上 


